
社会福祉法人喜久寿 定款施行細則 

 

（目的） 

第 １ 条 この細則は、社会福祉法人喜久寿（以下「法人」という。)定款第４４条の規定 

により、法人の運営管理及び業務の細部について、必要な事項を定めることを目的とす 

る。 

 

（理事会の議決事項） 

第 ２ 条 理事会の決定を得て行う法人の業務事項は次のとおりとする。 

（ １ ）評議員会の日時及び場所並びに議題・議案の決定 

（ ２ ）理事長及び常務理事の選定及び解職 

（ ３ ）重要な財産の処分及び譲受け 

（ ４ ）多額の借財 

（ ５ ）重要な役割を担う職員の選任及び解任 

（ ６ ）従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止 

（ ７ ）理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

社会福祉法人の業務の適正を確保するために必要なものとして厚生労働省令で

定める体制の整備 

（ ８ ）競業及び利益相反取引 

（ ９ ）決算書類及び事業報告等の承認 

（１０）理事、監事若しくは会計監査人又は評議員がその任務を怠ったため、法人が損 

害を受けたときの損害賠償責任の免除 

（１１）その他の重要な業務執行の決定 

 

（理事長の専決事項） 

第 ３ 条 理事長が専決できる日常の業務は、次のとおりとする。 

（ １ ）重要な役割を担う職員（事務長以上の職位に係る者を除く職員）の選任及び解 

任 

（ ２ ）職員の日常の労務管理・福利厚生に関すること 

（ ３ ）債権の免除・効力の変更のうち、当該処分が法人に有利であると認められるも 

の、その他やむを得ない特別の理由があると認められるもの。ただし、法人運 

営に重大な影響があるものを除く。 

（ ４ ）設備資金の借入にかかる契約であって、予算の範囲内のもの 

（ ５ ）１件の取引額が、１，０００万円未満の施設用財産（土地、建物及び重要な設 

備）に関する契約その他主要な契約。ただし、契約の締結は、法人経理規程第 

１２章の規定に従い行うものとする。 

（ ６ ）基本財産以外の固定資産の取得及び改良等のための支出並びにこれらの処分。 

ただし、法人運営に重大な影響があるものを除く。 

（ ７ ）損傷その他の理由により、不要となった物品または修理を加えても使用に耐え 



ないと認められる物品の売却または廃棄。ただし、法人運営に重大な影響があ 

る固定資産を除く。 

（ ８ ）予算上の予備費の支出 

（ ９ ）入所者・利用者の日常の処遇に関すること 

（１０）入所者の預り金の日常の管理に関すること 

（１１）寄付金品の受入れに関する決定。ただし、法人運営に重大な影響があるものを 

除く。 

２ 施設長の専決事項については別表「施設長の専決事項」のとおりとする。 

 

（理事会への報告事項） 

第 ４ 条 理事会へ報告すべき法人の業務は、次のとおりとする。 

（ １ ）監事の監査結果 

（ ２ ）行政官庁が実施する検査または調査の結果、改善指示がある場合はその改善状 

     況 

（ ３ ）理事長が専決した事項のうち、理事長が報告する必要があると認めた事項 

（ ４ ）その他、役員から報告を求められた事項 

 

（評議員会及び理事会の招集） 

第 ５ 条 理事長は、評議員会及び理事会を招集しようとするときは、開催日の少なくと 

も１週間前までに、開催の日時、場所及び付議事項を各評議員並びに理事及び監事に通 

知しなければならない。ただし、緊急の場合はこの限りではない。 

 

（評議員会及び理事会への資料の提出） 

第 ７ 条 理事長は、評議員会及び理事会において議事の審議に必要な資料等を整備作成 

 するものとする。 

 

（評議員会及び理事会への出席の有無） 

第 ８ 条 評議員及び理事は、会議の招集の通知を受けたときは、その出席の有無をあら 

 かじめ理事長に届け出なければならない。 

 

（評議員会及び理事会の議長） 

第 ９ 条 評議員会及び理事会の議長は、出席した評議員及び理事の中からその都度互選

により選任する。 

 

（評議員会及び理事会の表決の方法） 

第１０条 評議員会及び理事会における表決の方法は、挙手又は拍手による。 

２ 議長は、評議員及び理事に異議がないと認めたときは、これを確認し、表決の手続き 

をとらないで可決したものとして、その旨を宣言することができる。 

 



（評議員会及び理事会の議事録等） 

第１１条 評議員会及び理事会の議事録には、次の事項を記載しなければならない。 

（ １ ）開催年月日及び時間 

（ ２ ）開催場所 

（ ３ ）出席者氏名 

（ ４ ）理事現員（評議員現員） 

（ ５ ）定足数に関する規定（定款の引用） 

（ ６ ）議事録署名人（２名の選出） 

（ ７ ）議案 

（ ８ ）議案に関する発言の内容 

（ ９ ）議案に関する審議の結果 

（１０）議長及び議事録署名人の署名又は記名押印並びにその年月日 

（１１）その他必要と認めた事項 

２ 作成した議事録は、理事長が常に閲覧できるよう保管するものとする。 

 

（監事の理事会への出席・報告義務及び評議員会への報告義務） 

第１２条 監事は、理事会に出席し、必要があると認められるときは、意見を述べなけれ

ばならない。また監事は、①理事が不正の行為をしたとき、②理事が不正の行為をする

おそれがあると認められるとき、③法令・定款に違反する事実があるとき、④著しく不

当な事実があるときは、その旨を理事会に報告しなければならない。 

２ 監事は、理事が評議員会に提出しようとする議案、書類等を調査し、法令・定款に違

反する事項や著しく不当な事項があると認められるときは、その結果を評議員会に報告

しなければならない。 

 

（監事の監査） 

第１３条 定款第２０条の規定に基づく監事の監査実施計画及び実施要領の細目について 

は両監事が協議の上決定するものとする。 

２ 監事は、監査にあたっては、理事会議事録及び事業計画を審査し、事業の実施状況の 

適正性を確認するとともに事業報告書原案を精査し、あわせて経理諸帳簿と証慿書類を 

照合し、法人の活動結果が適正に表示されていることを確認するものとする。 

 

（事業計画及び予算執行の特例） 

第１４条 特別の事情が生じ、年度開始前に、新しい年度の事業計画及び予算が議決され 

なかったときは、これが議決されるまでの間、理事長は、前年度に準じて事業及び予算 

を執行することができる。ただし、このことについては、次の評議員会及び理事会にそ 

の状況を報告しなければならない。 

 

（評議員会及び理事会における利害関係者） 

第１５条 評議員及び役員が、評議員会及び理事会の議案に特別な利害関係を有する場合 



は、事前に理事長にその旨を届け出なければならない。 

 

（改廃） 

第１６条 本規則の改廃は、理事会の議決を経て行う。 

 

附 則 

 この細則は、平成２９年４月１日から施行する。 

附則 

  この規則は、令和３年３月１０日一部改正 

  令和３年４月１日から施行する。 



別表 

施設長の専決事項 

 

（ １ ）職員の職務分担及び配置に関すること 

（ ２ ）職員の出退勤及び休暇、欠勤及び福利厚生に関すること 

（ ３ ）職員の時間外勤務命令及び研修・出張命令に関すること 

（ ４ ）施設の所有する車の管理に関すること 

（ ５ ）１０万円未満の物品の購入 

（ ６ ）１０万円未満の修繕費の執行 

（ ７ ）１０万円未満の固定資産の購入及び売却又は廃棄に関すること 

（ ８ ）小口現金の支出命令 

（ ９ ）契約職員・パート職員の任免 

（１０）実習生及びボランティアの受け入れの許可 

（１１）施設における運営計画の決定及び事業の実施 


